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名古屋市の概要

○基本情報（平成31年4月1日現在）

【所在地】 愛知県西部に位置

【行政区】 全16区
【人口】 2,317,646人
【面積】 326.45㎢
【保健所】 1保健所16保健所支所

（保健センター）

○精神科医療機関（令和元年6月末現在）

【精神病床を有する病院】 16病院

【精神病床】 4,467床
【精神科・心療内科を標榜する精神病床

を有しない医療機関】 204機関
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平成２９年度 地域移行支援ガイドブック作成
(保健・医療・福祉関係者による地域移行推進ワーキンググループを開催)

※【監修】一般社団法人 愛知県精神科病院協会 3



地域移行支援に向けたアプローチ

これまで

医師・精神保健福祉士等医療関係者

現在

医師・看護師・精神保健福祉士等医療関係者

『看護師との
連携強化の視点』

看護師は誰よりも
入院患者との
時間を共有して
いる専門職

意識的に行った
看護師との連携
・研修の共同実施
・地域移行支援

ガイドブックの作成
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精神障害者ピアサポート活用事業

• 要綱改正 平成30年度要綱改正し、事業を活性化

• 事業内容

①精神障害者地域移行・地域定着支援ピアサポーター

（以下「ピアサポーター」という）によりリカバリーストーリー

を語ることで、精神科病院に長期入院及び長期化が見込

まれる者やその他支援者に対して地域生活へ移行するた

めの動機づけ支援

②地域等において地域移行・地域定着支援に

関する普及啓発活動

• 実施方法

障害者基幹相談支援センターへ委託 5



「精神障害にも対応した地域包括ケアシステムの構築」
本市のイメージ

基幹相談支援Ｃ

いきいきＣ

医療 生活支援

精神科診療所

訪問看護

保健・予防

障害企画課

精神科病院

住まい

保健センター

自宅・賃貸 ＧＨ 特養等

社会参加（就労）、助け合い

ボランティア 家族会等支援団体 社協 民生委員等

一般科

地域支援ブロック調整会議（市内4ブロック）

一人ひとりのネットワーク（合議体、ケース会議）

名古屋市精神障害者支援地域調整会議

広域ＡＤ

都道府県等密着ＡＤ

による支援

他のネットワークとの

連携・調整

ケアマネ

精神保健福祉センター

計画相談支援事業所
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合議体（措置入院者の退院後支援）
ケース会議（長期入院者の地域移行支援）等

地域における
（一人ひとりの）
ネットワーク

ブロックの
ネットワーク

市域全体の
ネットワーク

名古屋市における精神障害にも対応した地域包括ケアシステムの構築に向けた取り組み

地域生活

への移行、
定着の支援

措置・長期
入院者

保健セン
ター・基幹
相談支援
センター

精神科

病院
通院医療
機関

その他の
援助機関

課題の
フィード

課題の
集約調整

課題の集約
支援体制の
調整整備

残る課題の
フィード

地域支援ブロック調整会議
精神障害者ピアサポート活用事業等

・障害者の自立及び社会参加の支援等に
関する活動団体その他の関係団体

・精神障害者の医療又は福祉に関連する職務従事者
・関係行政機関
・学識経験者
・保健所

〇精神障害者支援地域調整会議

医療計画
高齢者の地域包括
ケアシステム等 7



• 措置入院者に対し、入院中から市保健所、保健センター、地
域の支援事業所がかかわり、退院後支援計画を交付

【名古屋市の特徴】

・全支援対象措置入院者に
対し、原則概ね2週間以内に
同意確認。

・市が行う地域のアセスメント、
医療機関が行うアセスメントを
用い、総合アセスメントの合議
体を開催。

・合議体には、医療機関、福祉
関係機関、保健センター等が
参加。

合議体（措置入院者の退院後支援）

・支援計画交付数：26件
（平成30年度末時点）

一人ひとりのネットワーク
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措置入院者の退院後支援

●実績（平成30年度末時点）

支援対象
措置入院者数

人数（n＝９２）

同意者
（うち計画終了者）

７０人
（１１人）

同意なし １３人

未同意 ９人

支援対象措置入院者のうち、

計画対象者の割合

同意者 同意なし 未同意

７６％

１４％

１０％
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• 市内を4ブロックに分割し、ブロック単位での顔の見えるネッ
トワークづくり及び課題の検討

【構成機関】

精神科病院（看護師、PSW）

障害者基幹相談支援センター

保健センター

一般相談支援事業所

家族会 など

【開催回数】

各ブロック 年3～4回

地域支援ブロック調整会議

東ブロック（千種、中、昭和、名東）

西ブロック（中村、熱田、中川、港）

南ブロック（瑞穂、南、緑、天白）

北ブロック（東、北、西、守山）

地域における
（一人ひとりの）
ネットワーク

課題集約
実践報告 地域支援

ブロック
調整会議

課題集約
取組報告

市域全体の
ネットワーク

報告個別支援

ブロックのネットワーク
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平成30年度 ブロックの取り組みの一例

○「地域移行支援ガイドブック」を用いて13病院（市外1病院

を含む）で、院内説明会等を開催。

・病棟説明会においても、「地域移行支援ガイドブック」を利

用し、入院患者へ周知も行っている。

○保健・医療・福祉の関係者が連携し、病棟にて制度説明会

及び個別相談会を3回実施

・地域移行支援ガイドブックを利用

・介護保険制度の説明を実施

・地域包括支援センターの参加

・ピアサポーターによる退院への動機付け支援 11



地域移行支援制度の実利用者比較
（H29年度・H30年度）
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H30年度地域移行支援制度の退院者
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H30年度地域移行支援制度利用退院者46名
入院期間内訳

76%

24%

1年以上の入院者 1年未満の入院者

（11名）

（35名）
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【ご意見】

・精神疾患や精神疾患のある
方への理解

・地域住民（障害のある人もな
い人も）の活動の促進

・多様な精神疾患への対応

・社会資源の課題

・領域横断的な支援

・地域支援技術・体制の整え方
の課題

名古屋市精神障害者支援地域調整会議
市域全体のネットワーク

【構成機関】

精神障害のある当事者の団体

地域住民

学識経験者

関係行政機関

家族会

障害者の自立及び社会参加の支援
等に関する活動を行う民間の団体
その他の関係団体

地域支援ブロック調整会議並びに精
神障害者の医療又は福祉に関連す
る職務に従事する者の団体その他
の関係者

• 第1回（H30.10.19）は精神障害者を地域で「支える」をテーマに意見交換

• 第2回（H31.2.22）は精神疾患（のある方）に関する知識の普及や啓発及び精
神保健福祉に関する地域活動の取組みをテーマに意見交換
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令和元年度の新たな取組み
①普及啓発活動

⑴原則主管課の役職者が出向き、地域役員の精神疾患の理解と精神疾患

のある方との関わりについてアンケート調査を実施

・調査対象

保健環境委員、民生委員児童委員、区政協力委員の学区代表者798名
⑵ボランティア連絡協議会に所属する265団体及び地域包括支援センター

29ヵ所に対し、アンケート調査を実施

⑶民生向け機関紙（民生名古屋）の精神保健福祉に関する記事の連載開始

⑷精神保健福祉普及運動期間実施予定

・広報なごやにて、「地域生活を送る精神障害者を知ろう」を周知

・区役所待合コーナーにて、「地域生活を送る精神障害者を知ろう」を上映
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広報なごや10月号掲載内容
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②名古屋市精神障害者社会資源見学事業

精神科病院に入院している方を対象に、移動用の車両を運行し、
病院単位で住まいや日中活動場所の社会資源を見学する機会
を設けることにより、地域生活に対する不安の軽減を図る。

※病棟個別相談会にて入院患者の声を聞き、今年度事業化。
 

利用の流れ 
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介護保険事業所等 住まい 

障害福祉サービス事業所等 
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タクシー タクシー 18



③名古屋市精神障害者住環境整備試行事業

○目的

精神障害者が住み慣れた住居で安全かつ快適な生活を送ることができ

るように精神障害の状況等に即応した住環境を整備する改造工事のう

ち効果が見込まれるものに対して、試行的に費用の一部を助成するとと

もに、対象者等に対する調査を行い、住環境整備の効果を検証する

○対象者

以下の(1)及び(2)のいずれにも該当する方。

(1) 広汎性発達障害を除く精神障害による障害等級1～2級の

精神障害者保健福祉手帳所持者（ただし、効果検証のため

家族等が同居している方等に限る。）又は同居する扶養義務者

(2) 名古屋市域にある住宅に居住している方 19



名古屋市の強み

三層構造による支援体制の構築

• 措置入院者の退院後支援（同意者全員が対象）

• 地域移行支援ガイドブックの作成及び説明会の実施

• 市域全体や4つのブロックにおける地域支援ブロック調整会議の開催

各区に設置されている１６ヶ所の障害者基幹相談支援センター

• 医療機関におけるガイドブックの説明会や個別相談会の実施

• 地域援助事業者向けの研修会実施・地域移行支援利用者の増加

• 登録制度によるピアサポーターの活用、普及啓発の実施

多様な精神疾患に対応できる１６ヶ所の精神科病院

• ガイドブック作成への多職種の参画と地域移行支援活用の活性化

• 病棟での説明会・個別相談会の実施

• 病院でのブロック会議開催による多職種への普及啓発

保健

福祉

医療

平成31年3月4日 4ブロック合同報告会 広域AD名雪和美氏 講義資料を一部改編
20



誰もが安心して暮らせる街作りを行うため、

保健・医療・福祉関係者等の連携を図り、

地域包括ケアシステムの構築に向けた取り組みを行っています。

今後ともご協力お願いいたします。

21


	名古屋市における精神障害にも対応した�地域包括ケアシステムの構築に向けた取組み�～三層構造による支援体制の構築を目指して～
	名古屋市の概要
	平成２９年度　地域移行支援ガイドブック作成�(保健・医療・福祉関係者による地域移行推進ワーキンググループを開催)�
	スライド番号 4
	精神障害者ピアサポート活用事業
	「精神障害にも対応した地域包括ケアシステムの構築」�本市のイメージ
	スライド番号 7
	スライド番号 8
	措置入院者の退院後支援
	スライド番号 10
	平成30年度　ブロックの取り組みの一例
	地域移行支援制度の実利用者比較�（H29年度・H30年度）�
	�H30年度地域移行支援制度の退院者�
	�H30年度地域移行支援制度利用退院者46名�入院期間内訳��
	スライド番号 15
	令和元年度の新たな取組み�①普及啓発活動�
	広報なごや10月号掲載内容
	�　�　　
	�　�　　
	名古屋市の強み
	スライド番号 21

